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概要書
本稿は、今日の帳簿組織上、基幹システムの役割が大きいため、今日の基幹システムの
構築失敗の根本原因を明らかにすることを目的としている。
第１章は、帳簿組織の概念を整理している。帳簿組織の対象帳簿は、わが国の簿記学の
伝統では、財産の変動を重視するため、仕訳帳と元帳を中心とした簿記上の帳簿とされて
いるが、本稿では、経済活動の記録を重視するため、日記帳なども含まれる常識的な帳簿
としている。
また、古典簿記書で説明されていた日記帳が今日の簿記書や記帳実務から消えた理由は、
日記帳の情報は、簡易集約が不可能な法則性のない知識（非統計的知識）であるため、企
業が大規模になるほど、現場の人間から経営者への知識の移転が困難となるためであるこ
とを主張している。そして、日記帳の代替手段として、様々な個別管理システムが生まれ
たことを主張している。
第２章は、基幹システムの構築失敗の根本原因は、要求仕様書の情報は、日記帳同様、
簡易集約が不可能な法則性のない知識（非統計的知識）であるため、企業が大規模になる
ほど、ユーザ企業からベンダ企業（又は現場からシステム部門）への知識の移転が困難と
なるためであることを主張している。
第３章は、日記帳の代替手段として、様々な個別管理システムが生まれたのと同様、要
求仕様書の代替手段として、基幹システムを管理する帳簿（メタシステム）を提唱してい
る。また、メタシステムを現実化させるため、分権化とインセンティブの仕組みが必要で
あること、メタシステムの情報を公開するべきであることを主張している。
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1はじめに
近年、基幹システム(1)の構築失敗の新聞記事を見ることがある（日本経済新聞 2005；
2006；2008；2014）。これらの記事は、訴訟事件である。失敗の原因はベンダ企業にある
として、ユーザ企業がベンダ企業を訴えたわけである(2)。構築の現場で何が起こっている
のか。記事には事件の詳細が書かれているわけでもなく、訴訟の結果が大きく報道される
こともなかったため、部外者である筆者が知ることはなかった。
ところが、最近、訴訟の結果が大きく報道された事件がある（日本経済新聞 2012；2013）。
ユーザ企業はスルガ銀行株式会社、ベンダ企業は日本アイ・ビー・エム株式会社の訴訟事
件である。大きく報道された理由は、裁判所が支払いを命じた金額が非常に大きかったた
めだろう。この事件は、本稿執筆時点では最高裁判所で係争中であるが、地方裁判所と高
等裁判所の判決文が既に雑誌に載っている（金融法務事情 2012；金融・商事判例 2013）。
判決文を見たところ、基幹システムの構築の経緯について詳細に書かれており、両者の間
で、予算超過（見積りと実績の乖離）などの責任について争われていた(3)。
このような予算超過は、よく起こることなのか。日本情報システム・ユーザー協会の調
査によると、プロジェクト規模別では、100 人月未満は 14.3%、100 人～500 人月未満は
26.4%、500 人月以上は 43.9%が予算超過となっている（ＪＵＡＳ2014, 159）。この調査
結果を見る限り、小規模のプロジェクトはともかく、大規模のプロジェクトでは決して珍
しいことではない。
予算超過が起こる原因として、日本情報システム・ユーザー協会は、「設計・開発スキル
やプロジェクトマネジメント能力の向上が容易ではないことに加え、システムの複雑化、
要求の高度化などから難易度の高いプロジェクトが多くなっていることも考えられる。」
（ＪＵＡＳ2014, 158）、「各企業において、改善のための仕組み整備や、人材育成・高スキ
ル要員の確保などに投資が振り向けられない事情がうかがえるが、一方でそれらの投資に
見合う効果が出せないと考え、改善を諦めている（現状で割り切っている）企業もあるの
ではないかと思われる。」（ＪＵＡＳ2014, 158）と述べているが、明確な原因は不明である。
ユーザ企業が合理的な意思決定を行うためにも、価格の基礎となる見積りが精緻に行わ
れ、予算超過の起こらない仕組みが必要である。本稿の目的は、予算超過の起こる原因を
明らかにするとともに、今日の基幹システムの構築失敗の根本原因を明らかにすることで
ある。
2本稿のタイトルは「基幹システムの構築失敗の研究」が相応しい。しかし、今日の帳簿
組織上、基幹システムの役割が大きいため、基幹システムの構築失敗は帳簿組織の構築失
敗と同等であるとみ、本稿のタイトルとした。
簿記学上、帳簿組織の構築は、極めて実務的なためか、従来比較的等閑に附された研究
領域である(4)。しかし、かねてより重要な領域であることは指摘されてきた(5)。本稿が帳
簿組織の構築の理論と実務に資するものとなれば幸いである。
(1) 基幹システムとは、企業や組織活動の根幹を支える情報処理システムであると定義できる
（浦・市川 2006, 172）。一般的には、①受発注、②仕入・在庫管理、③生産・商品、④物流、
⑤顧客管理、⑥財務会計、⑦人事・総務などの個別管理システムを指すことが多い（ＪＵＡＳ
2013, 182）。
(2) ユーザ企業とは、システムを発注する側の企業をいい、ベンダ企業とは、システムを受注す
る側の企業をいう（ＩＰＡ2006, 80）。
(3) スルガ銀行は、入念な事前検討が行われたことを理由に、日本アイ・ビー・エムが極めて精
緻な見積りを行うことは可能であったことを主張している（金融法務事情 2012, 130）。一方、
日本アイ・ビー・エムは、事前検討の段階では、いまだ現行システム分析の最中であったため、
見積りに必要な基礎データを十分に把握していたといえる状況にはなかったことを理由に、精
緻な見積りを行うことは不可能であったことを主張している（金融法務事情 2012, 136-137）。
(4) 筆者の調べた限り、わが国における主な先行研究は、金子（1934）、佐藤（1936）、沼田（1968）
のみである。
(5) 例えば、太田博士は次のように述べておられる。「会計事務論は学科として余りに虐げられ
た一部門である。Internal check system（部内牽制制度）の如きも僅かに会計監査論の一隅に
論じられるに止まっている。科学的管理法が製造業の各工程について研究されたと同様に会計
事務の科学的研究が施されなければならない。即ち会計組織立案学（System building）の発
達は特に希望すべき所である。」（太田 1934, 6）
3第１章 帳簿組織とは
第１節 帳簿組織の対象帳簿
本稿で使用する「帳簿組織」の概念を整理しておこう。
帳簿組織に明確な定義は存在しないが(6)、対象帳簿の観点により二つに分けることがで
きる。第一に、常識的な帳簿を対象とした帳簿組織であり、第二に、簿記上の帳簿を対象
とした帳簿組織である。常識的な帳簿とは、内容は問われず、何らか記録されたものをい
い、例えば、日々の出来事が書き込まれた日記帳も該当する（沼田 1993, 685）。簿記上の
帳簿とは、企業の、（１）経済活動が、（２）継続的に、（３）数値とくに貨幣金額によって
記録されたものをいい（沼田 1993, 685）、例えば、仕訳帳や元帳が該当する(7)。
それでは、帳簿組織は、どちらの帳簿を対象とするべきか。例えば、将来の商品売買の
契約について考えてみよう。このような契約は、財産に変動が生じていないため、簿記上
の取引とはならず、簿記上の帳簿へ記録されることはない(8)。しかし、簿記上の帳簿へ記
録されることはなくても、契約を行ったという事実を管理するためにも、何らかの記録は
行われるはずであり、この記録は常識的な帳簿となる。従って、もし簿記上の帳簿を帳簿
組織の対象帳簿とすると、契約管理のために記録した帳簿は、帳簿組織の対象帳簿とはな
らない。契約した後に商品売買を行うという一連の経済活動であることを重視すると、契
約管理の記録が、帳簿組織の対象帳簿から除外されるのは不合理である。
わが国の簿記学の伝統では、財産の変動を重視するため、仕訳帳と元帳を中心とした簿
記上の帳簿が、帳簿組織の対象帳簿とされている（吉田 1925, 217-235；沼田 1992,
257-260）。しかし、経済活動の記録は、財産の変動に依存するものではない。本稿は、財
産の変動ではなく、経済活動の記録を重視するため、仕訳帳と元帳を中心とした簿記上の
帳簿ではなく、日記帳なども含まれる常識的な帳簿を、帳簿組織の対象帳簿としている(9)。
なお、記録の手段は、紙であるか機械であるかは問わない。データベース管理システム
を利用した基幹システムも帳簿とみるのが、今日における当然の解釈だろう。
第２節 日記帳の消滅理由
今日の簿記書では、仕訳帳と元帳を中心とした簿記上の帳簿が説明されており、日記帳
が説明されることはほとんどない。しかし、古典簿記書、例えば、パチョーリの『スンマ』
では、仕訳帳と元帳だけでなく、日記帳も必要な帳簿として説明されている（平井 訳 1920,
4101；片岡義雄 訳 1967, 62；本田 訳 1975, 71；片岡泰彦 訳 1988, 183；岸 訳 1990, 47）。
パチョーリが日記帳を必要な帳簿とした主な目的は、『スンマ』より二つ読み取ることが
できる。第一に、商人が遭遇する状況は非常に様々であるが、過去の記録もなしに、各状
況に応じて採るべき行動を合理的に計算することは人間には不可能であるため（平井 訳
1920, 98；片岡義雄 訳 1967, 58；本田 訳 1975, 68；片岡泰彦 訳 1988, 180；岸 訳 1990,
44）、第二に、取引量が多くなると分業が行われるため、経営者が全社員の取引を検査す
ることができるようにしておくため（平井 訳 1920, 102-103；片岡義雄 訳 1967, 64-65；
本田 訳 1975, 72-73；片岡泰彦 訳 1988, 183-184；岸 訳 1990, 47-48）、である。
日記帳の二つの作成目的、すなわち①限定合理性の克服と②全社員の監督は、今日でも
重要である。しかし、日記帳は、今日の簿記書や記帳実務から消えている。なぜか。
シェアーは、企業を規模別に分け、日記帳は、小規模企業では使用されるが、大規模企
業では使用されないと述べている（林良吉 訳 1925, 189-190；林良治 訳 1976, 131-132）。
そして、大規模企業で日記帳が使用されない理由は、記帳の省力化と分業のためであると
述べている（林良吉 訳 1925, 190；林良治 訳 1976, 132）。
すなわち、企業が小規模の場合は、経営者が一人で日記帳の全てを検査することが可能
であるため、採るべき行動を合理的に計算すること（①限定合理性の克服）が可能であり、
全社員の取引を検査すること（②全社員の監督）も可能である。しかし、企業が大規模に
なるほど、日記帳の記帳コストが増加することはもちろん、経営者が一人で日記帳の全て
を検査することが不可能となるため、①限定合理性の克服と②全社員の監督が不可能とな
る。従って、日記帳の記帳コストの省力化を図りつつ、日記帳の目的である①限定合理性
の克服と②全社員の監督を維持するため、日記帳を検査する権限の委譲（分業）が行われ
た。すなわち、日記帳システムが廃止され、分業化による様々な個別管理システムが生ま
れた。シェアーの説明は、このように解釈できる(10)。
なお、日記帳について、補足をしておく。パチョーリは、日記帳は取引量が多くなると
必要となると述べているが（平井 訳 1920, 102-103；片岡義雄 訳 1967, 64；本田 訳 1975,
72；片岡泰彦 訳 1988, 183；岸 訳 1990, 47）、シェアーは、日記帳は小規模企業で使用さ
れると述べており（林良吉 訳 1925, 189；林良治 訳 1976, 131）、お互いが逆のことを述
べているように読むことができるためである。しかし、そうではない。パチョーリは、経
営者が全社員の取引を検査することができる規模の企業を想定しているのであり、あくま
でも今日の小規模企業を想定しているといえる。一方、シェアーの述べる小規模企業は、
5今日の我々の感覚に合致している。
第３節 仕訳帳の存在理由
日記帳は、企業が大規模になるに従い、様々な個別管理システムに分割されることによ
り、消滅した。一方、今日の大規模企業においても、経済活動の記録を元帳へ転記するに
当っては、「普通仕訳帳」（合計仕訳帳）に合計仕訳を行い、これをとおすのが普通だろう
（沼田 1992, 258）(11)。日記帳の消滅と仕訳帳の存在の違いは、何処から来るのか。
日記帳の情報は、通常の言葉による取引日記であるため、コンパクトに纏めることが不
可能であるが、仕訳帳の情報は、勘定科目と貸借仕訳による記帳であるため、「試算表」と
いう形で、コンパクトに纏めることが可能である。すなわち、日記帳の情報は、法則性が
ないため、簡易集約が不可能であるが、仕訳帳の情報は、法則性があるため、簡易集約が
可能である。
経営者は、企業が大規模化し、日記帳の情報量が多くなると、日記帳の全てを検査する
ことは不可能となるが、仕訳帳の情報量が多くなっても、「試算表」という形で、仕訳帳の
全てを検査することができる。すなわち、日記帳による現場の人間から経営者への知識の
移転は、企業が大規模になるほど、困難となるが、仕訳帳による現場の人間から経営者へ
の知識の移転は、企業の規模にかかわらず、容易である。仕訳帳が今日の大規模企業でも
使用される理由は、ここにあるのだろう。
第４節 帳簿組織の定義
わが国の簿記学の伝統では、手記が前提とされている。しかし、今日の帳簿は、人だけ
ではなく機械（基幹システムなど）でも運用されているため、機械も含めるべきである。
簿記学では、仕訳帳と元帳は当然にして別の帳簿であるが、今日のデータベース管理シ
ステム上では、両者を別の帳簿として分ける意味合いは薄い。なぜなら、仕訳帳と元帳は
実質的には同じ情報であるため、その情報をどのように見せるかの形式的な違いに過ぎな
いためである。このため、データベース管理システム上、仕訳帳から元帳への転記という
概念は存在しない。今後、このような機械簿記の研究が理論的に進展されることを期待し
たい。
本章のまとめとして、本稿で使用する帳簿組織を定義しておこう。帳簿組織とは、経済
環境の変化に応じて構築される、経済活動に必要な帳簿・人間・機械の有機的な構成体を
6いう。経済活動に必要な帳簿とは、簿記上の帳簿ではなく、常識的な帳簿である。
(6) 例えば、沼田博士は次のように述べておられる。「帳簿組織の専門書においても帳簿組織の
正確でかつ理論的に妥当な定義を掲げたものはない。このことは一面、帳簿組織が企業の特殊
性によって支配され、普遍原則を樹立することが困難であること、他面、帳簿組織に関する理
論が今日のところ理論体系を形成するまでに発展していないことから来ている。」（沼田 1993,
686）。
(7) 沼田博士は、簿記上の帳簿の三条件に、（４）勘定科目と（５）貸借記入原則の条件を加え
た帳簿を複式簿記の帳簿とされており、簿記上の帳簿と複式簿記の帳簿を分けておられる（沼
田 1973, 3-5, 215-216）。しかし、本稿では、両者を分ける実益は乏しいため、両者を同義語と
みている。
(8) 例えば、沼田博士は次のように述べておられる。「たとえば印刷物の注文を受け、代金や仕
上日などを契約する行為または将来の商品売買を契約し、もしくは家屋の賃貸借を契約するが
ごとき行為は、俗語としては取引であるが、財産または資本に変化を生ずるものではないから、
原則として記帳することができず、簿記上の取引とはならない。」（沼田 1992, 37）。
(9) 筆者の調べた限り、わが国で同様の主張をされた論者は、沼田博士のみである。沼田博士は
次のように述べておられる。「従来、日本の簿記書でいう帳簿組織とは、複式簿記を前提とし
た仕訳帳および元帳を中心とする帳簿の分割ならびに主要簿、補助簿の記帳上の関連などを話
題の主たる対象とする。本書で取扱う帳簿組織は、簿記上の固有の帳簿に限らず、証憑、伝票
をはじめ、あらゆる取引上、伝達上、記録・計算・管理上および監査上の書類を含む。すなわ
ち、企業の経済活動のための記録書類全般に及ぶ。」（沼田 1968, 3）。「本書ではいわゆる簿記
上の帳簿のみに限らず、企業の経済活動についての事務書類、すなわち会計書類の全般を帳簿
組織の対象としている。このことは実務を対象とする帳簿組織のうえからは当然であり、正し
い。」（沼田 1968, 104）。
(10) わが国の通説では、日記帳の主な作成目的は、貨幣換算のためであるとされている（東 1908,
170；吉田 1925, 221；沼田 1992, 257）。このため、貨幣制度の統一化とともに、日記帳は次
第に使用されなくなったという解釈が、わが国において広まっている（沼田 1992, 257）。確か
に、『スンマ』には、当時、様々な貨幣が存在したこと（平井 訳 1920, 93；片岡義雄 訳 1967,
51-52；本田 訳 1975, 63；片岡泰彦 訳 1988, 177；岸 訳 1990, 40）、日記帳には取引時の貨
幣で単純に記入するべきこと（平井 訳 1920, 103；片岡義雄 訳 1967, 64；本田 訳 1975,
72-73；片岡泰彦 訳 1988, 184；岸 訳 1990, 48）、日記帳から仕訳帳へ転記する際、一種類の
貨幣に換算して記入するべきこと（平井 訳 1920, 116；片岡義雄 訳 1967, 80；本田 訳 1975,
86；片岡泰彦 訳 1988, 193；岸 訳 1990, 58）、が書かれている。しかし、日記帳の主な作成
目的は、『スンマ』の文脈上、①限定合理性の克服と②全社員の監督である。貨幣制度が統一
化されたところで、日記帳が不要となることはないだろう。
(11) この記帳方法は大陸式簿記法である（沼田 1992, 258）。一方、イギリス式簿記法では、特
殊仕訳帳から元帳へ直接に合計並びに個別転記が行われるため（「普通仕訳帳」が使用されな
いため）（沼田 1992, 258）、仕訳帳も消滅したとの解釈は可能である。しかし、仕訳帳と元帳
が実質的には同じ情報であることを考えると（本章第４節「帳簿組織の定義」を参照のこと）、
イギリス式簿記法においても、仕訳帳は実質的には存在していると解釈するべきである。
7第２章 要求仕様書と日記帳
第１節 基幹システムの構築の経緯
本節は、スルガ銀行（以下、「原告」という。）と日本アイ・ビー・エム（以下、「被告」
という。）の訴訟事件（以下、「本件」という。）をもとにした（金融法務事情 2012, 119-125）、
基幹システムの構築の経緯の要約である。
本件の内容が、実務で行われている絶対的なものであると認めることはできないが、数
少ない公的資料として、本稿では活用することとした。本件の当事者ではない筆者が、本
件について意見を述べることは困難であるが、当事者でないからこそ、中立的に、そして、
巨視的に観察できることもあるかもしれない。
構築の経緯
2000 年 9 月 2000 年 9 月、原告は、被告と共に、原告の事業戦略上実現すべき業務内容、
次期システムの在るべき姿及びその要件等の洗い出し作業を開始した。
2003 年 7 月、洗い出し作業の結果を「変革のテーマ」と題する文書として
まとめた。
2003 年 7 月
8 月
省略
2004 年 2 月
3 月 2004 年 3 月、被告は、Corebank というアプリケーション・パッケージを原
告に紹介した。
原告は、被告のほか、複数のシステム開発業者から提案されたシステムを比
較検討した結果、被告による提案の内容が最も好ましいものと考えた。
2004 年 9 月 29 日、原告と被告との間で本件基本合意書が交わされた。
見積費用は 95 億円とされた。
9 月
10 月 2004 年 9 月 30 日、プロジェクト計画の立案などを開始した。
2004 年 12 月 29 日からはじまる FIT/GAP 分析（原告の現行システムと
Corebank を用いたシステム上の処理との差異の分析）の終了予定は、2005
年 9 月末とされた。
2004 年 12 月 28 日、終了した。12 月
8構築の経緯
2005 年 1 月 2004 年 12 月 29 日、FIT/GAP 分析を開始した。
2005 年 9 月 30 日、原告と被告との間で本件最終合意書が交わされた。
見積費用は 89 億 7080 万円とされた。
2006 年 3 月 8 日、終了した。
当初終了予定の 2005 年 9 月から、約半年の遅延である。
9 月
2006 年 3 月
4 月 2006 年 3 月、FIT/GAP 分析を、分析手法を変更して、再度、開始した。
2006 年 8 月 31 日、終了した。
当初終了予定の 2005 年 9 月から、約１年の遅延である。
8 月
9 月
省略
11 月
12 月 2006 年 12 月 11 日、被告は、原告に対し、当初の計画どおりの開発スコー
プを実現するためには、追加費用として 127 億円を要すことを示した。
2007 年 1 月 原告と被告は、本件プロジェクトに関する話合いを継続したが、合意に達せ
ず、2007 年 7 月 18 日、原告は、被告に対し、本件最終合意等を債務不履行
（履行不能）により解除する旨の意思表示を行った。
7 月
第２節 要求仕様書
要求仕様書とは、「これから開発するソフトウェアの『作業のゴールとしての要件』を明
らかにするものであり、顧客や開発関係者間でこれから作るものについて合意するための
文書」をいう（ＪＵＡＳ2007, 22）。本件の 2003 年 7 月に作成された「変革のテーマ」も、
原告が導入する次期システムによって『実現すべき事業要件』がまとめられた文書である
ことから（金融法務事情 2012, 119）、要求仕様書と同等のものであると考えられる。
本件では、2000 年 9 月に、原告の事業戦略上実現すべき業務内容、次期システムの在
るべき姿及びその要件等の洗い出し作業が開始されている（金融法務事情 2012, 119）。こ
のため、原告は、『要件』を常に管理してきたわけではなく、2000 年 9 月に一から『要件』
の棚卸を行ったものと考えられる。
この要求仕様書の作成方法は、棚卸法に類似している。貸借対照表の作成方法である棚
卸法・誘導法は、損益計算の方法である財産法・損益法との関係で論じられることが多い
が（大藪 2007, 920, 1312）、実務的な観点も重要である。
9実地棚卸を短時間で行うことが可能である場合、日々の記録の重要性は低く、棚卸法で
も支障はない。一方、実地棚卸を短時間で行うことが不可能である場合、日々の記録の重
要性は高くなる。本件の「変革のテーマ」は、完成するのに約三年間もかかっている（金
融法務事情 2012, 119）。貸借対照表の資産・負債・純資産はもちろん、要求仕様書の要件
についても、実地棚卸を短時間で行うことが不可能である場合、日々の記録の重要性が高
いことは、同じである。
要求仕様書は、貸借対照表とは異なり、定期的に作成するものではないため、実地棚卸
に長時間かかっても、予定通り必要な時点で完了することができるのであれば、不都合は
ないだろう。しかし、長時間の実地棚卸には大きな欠点がある。それは、陳腐化の存在で
ある。経済環境の変化に応じて、企業の戦略や組織は変わるが、帳簿組織もそれに応じて
変わる。このため、実地棚卸に長時間かかる場合、確認時点と完了時点において、陳腐化
による差異が起こっている可能性が高い。
陳腐化による差異が発生したとしても、発生の都度、最新化することにより、陳腐化を
防ぐことは可能だろう。しかし、陳腐化は、我々が想像できるほど、容易に対応できるも
のではない。その理由は二つある。第一に、陳腐化の原因を予測することは不可能である
ということである。戦略が変わるかもしれないし、組織が変わるかもしれない。会計基準
や法律が変わるかもしれない。人間や機械が変わるかもしれない。何がどのように変わる
のかが分からないのである。第二に、陳腐化の影響が不明であるということである。帳簿
組織は、帳簿・人間・機械の有機的な構成体であるが、その関係は複雑である。このため、
陳腐化が、帳簿・人間・機械のどこに影響を与えるのかを即座に判断することが困難なの
である。
パチョーリは、後日の管理に混乱をもたらさないようにするためにも、帳簿を備える前
の財産目録の作成については、全ての実地棚卸を一日で完了しなければならないと述べて
いる（平井 訳 1920, 92；片岡義雄 訳 1967, 50；本田 訳 1975, 62；片岡泰彦 訳 1988, 176；
岸 訳 1990, 40）。陳腐化を防ぐためにも、棚卸法の実地棚卸は短時間で行われなければな
らない。逆に、実地棚卸に長時間かかる場合、棚卸法ではなく、日々の記録が重要となる。
第３節 知識の移転
前節では、要求仕様書の要件についても、実地棚卸を短時間で行うことが不可能である
場合、日々の記録が重要であることを述べた。それでは、日々の記録をもとに誘導法で要
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求仕様書を作成するべきといえるか。
第１章で述べたが、日記帳の情報は、簡易集約が不可能な法則性のない知識であるため、
企業が大規模になるほど、日記帳による現場の人間から経営者への知識の移転が困難とな
る。要求仕様書の情報も、日記帳と同様、簡易集約が不可能な法則性のない知識であるた
め、企業が大規模になるほど、要求仕様書によるユーザ企業からベンダ企業への知識の移
転が困難となる。
ハイエクは、知識を統計的知識と非統計的知識（系統立っていない一群の知識、すなわ
ちある時と場所における特定の状況についての知識）に分類し、中央当局は非統計的知識
を直接考慮に入れることはできないと述べている（嘉治元朗・嘉治佐代 訳 2008, 113, 117）。
同様に、簡易集約が不可能な法則性のない知識（非統計的知識）である要求仕様書の情報
を、ベンダ企業が直接考慮に入れることは、企業が大規模になるほど困難となる。
要求仕様書の要件については、日々の記録が重要であるが、知識の移転を前提とする要
求仕様書の作成に固執してはならない。
第４節 基幹システムの構築失敗の根本原因
今日、ベンダ企業は、要求仕様書を頼りにシステムを選択し、見積りを行うが、要求仕
様書によるユーザ企業からベンダ企業への知識の移転が困難であるため、「もっともらしい
（妥当性の高い）」システムを選択し、見積りを行わざるを得ないのが実情である（高柳 訳
1989, 126-127；高尾 訳, 168）。
基幹システムの構築で予算超過が起こる原因として、現業部門の「やりたいこと」を優
先するためであるという主張がある（ＩＰＡ2006, 31；ＪＵＡＳ2007, 35）。しかし、予算
超過が起こる原因は、現業部門の「やりたいこと」をベンダ企業に移転することが困難な
ためである。たとえ、現業部門の「やりたいこと」を優先せず、予算内に収まったとして
も、「やりたいこと」の移転に漏れがあれば、予算超過が発生しているとみるべきである。
知識の移転の問題は、ユーザ企業からベンダ企業だけではなく、ユーザ企業内部でも起
こる。今日のシステム構築では、全体最適の思想が強い（ＩＰＡ2006, 10-11；ＪＵＡＳ2007,
35-37）。これの実現には、システム部門は、現場の知識を吸い上げて要件を洗い出し、全
社的観点から費用対効果を加味して現場の知識の調整を行うこととなる。しかし、現場か
らシステム部門への知識の移転が困難であれば、システム部門は、現場の知識を吸い上げ
て要件を洗い出すことはもちろん、現場の知識を調整することも困難である。すなわち、
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企業が大規模になるほど、全体最適を実現することは困難となる。
基幹システムの構築失敗の根本原因は、企業が大規模になるほど、ユーザ企業からベン
ダ企業（又は現場からシステム部門）への知識の移転が困難となるためである。すなわち、
これらの知識が見積りに反映されないために、予算超過が起こるのである。
要求仕様書が日記帳と同様の知識であることを考えると、次のような帰結が導かれる。
企業が大規模になるほど、日記帳による現場から経営者への知識の移転を止め、現場の人
間により運用される新たな個別管理システムを構築したのと同様、プロジェクトが大規模
になるほど、要求仕様書によるユーザ企業からベンダ企業への知識の移転を止め、ユーザ
企業の現場により運用される新たな個別管理システムを構築しなければならない。
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第３章 基幹システムを管理する帳簿
第１節 メタシステムへの移行
人間は永久に生産システムの駆動力である。類Ａに属する対象を加工する道具Ｂを創造
すると、人間はその道具を改良する方法を考え始め、類Ｂに属する道具をつくるために使
う道具Ｃを製作する。それだけでとどまらず、類Ｃに属する道具を改良するために道具Ｄ
を作り、以下同様にして進む（鎮目・林 訳 1979, 141-142）。
一般的な例として、物質文化の発達がある（鎮目・林 訳 1979, 142-150）。旧石器時代
前期の最も古い段階では、手斧はひじょうに原始的で、一個の石を叩いて二つの側面をも
つ剝片にしたものであった。旧石器時代後期では、石加工技術が、前期とくらべて大いに
進歩し、様々な型の道具と武器がみられる。前期と後期の決定的な違いは、合成的な器具
（例えば石の尖頭をもつ槍）の出現である。それ以前には、作り手はその二つの成分を互
いに独立のもの（尖頭は物に穴をあける石器、柄は棒か木槍）とみていた。新石器時代は、
合成道具を他の道具から合成することを磨きあげた時代である。この線にそって人間は一
連のきわだった進歩をなしとげた。そのうち最も注目すべきものは、明らかに、弓の発明
である。新石器時代の次の段階は、金属時代である。それ以前に道具をつくるのに使われ
た材料（木、石、骨、等々）は、自然によって与えられ、すぐに使えるものだったが、金
属を融かす技術が出現し、それが道具の製作ではなく、道具の材料の製造に向けられた。
その結果人々は、自然界にはなかった必要な諸特性をもつ新しい材料を得た。最初は青銅、
次に鉄、種々の品質の銅、ガラス、紙、ゴムであった。金属時代の次の段階は、産業革命
である。人間と動物の筋肉の力以外のエネルギー源の利用が出現した。まず蒸気機関が現
われ、次に内燃機関、次に電動機が現われた。材料の時代のあとにエネルギーの時代がき
たのである。そして、現代。エネルギーの時代は情報の時代へ席をゆずった。生産過程の
オートメーションと、国民経済へのコンピューターの導入は、労働の生産性を以前よりさ
らに急速に増大させた。
道具の進化は、帳簿も例外ではない。パチョーリは、日記帳、仕訳帳、元帳を主に説明
したが、企業が大規模になるほど、分業の結果として、様々な個別管理システムが生まれ
たことは既に述べた。しかし、今日、これらの個別管理システムの運用手段である基幹シ
ステムの構築失敗が増加している。新たな道具が必要である。
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第２節 新たなメタシステムの提言
本稿は、今日の基幹システムの構築失敗を防止するため、基幹システムを管理する帳簿
を提唱する。固定資産を管理する帳簿を固定資産台帳と呼ぶことにならい、基幹システム
台帳と呼ぶこともできるが、この補助簿を現実化するためには、いくつかの課題が残され
ているため、本稿では、トゥルチンに従い、抽象的な概念である「メタシステム」を使用
する（鎮目・林 訳 1979, 74-75）。
メタシステムの目的は、基幹システムの刷新費用を自社で管理するためである。すなわ
ち、ベンダ企業が見積りを行うのではなく、ユーザ企業自身が見積りを行なうためである。
基本的な形式を例で示そう。
例１ 2014 年 3 月末のメタシステム
年月 機能 標準・カスタマイズ 金額 使用・未使用
2014 年 3 月末 Ａ 標準 ― 使用
2014 年 3 月末 Ｂ 標準 ― 未使用
2014 年 3 月末 Ｃ 標準 ― 使用
2014 年 3 月末 Ｄ カスタマイズ 5 未使用
2014 年 3 月末 Ｅ カスタマイズ 10 使用
例１では、基幹システムの刷新に必要な機能は、Ａ、Ｃ、Ｅである。現行システムには、
ＢとＤもあるが、未使用のため、刷新に不要な機能である。2014 年 3 月末における標準
機能の市場価格の総額が 100 の場合、現行システムの構築にかかった費用は、未使用の機
能を除き、110 であることが分かる。この金額は、2014 年 3 月末時点における基幹システ
ムの刷新費用に近い金額として管理することができる。
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例２ 2015 年 3 月末のメタシステム
年月 機能 標準・カスタマイズ 金額 使用・未使用
2015 年 3 月末 Ａ 標準 ― 使用
2015 年 3 月末 Ｂ 標準 ― 使用
2015 年 3 月末 Ｃ 標準 ― 使用
2015 年 3 月末 Ｘ 標準 ― 未使用
2015 年 3 月末 Ｄ カスタマイズ 5 未使用
2015 年 3 月末 Ｅ カスタマイズ 10 使用
2015 年 3 月末 Ｆ カスタマイズ 15 使用
例２では、基幹システムの刷新に必要な機能は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ、Ｆである。現行システ
ムには、ＸとＤもあるが、未使用のため、刷新に不要な機能である。2015 年 3 月末にお
ける標準機能の市場価格の総額が 105 の場合、現行システムの構築にかかった費用は、未
使用の機能を除き、130 であることが分かる。この金額は、2015 年 3 月末時点における基
幹システムの刷新費用に近い金額として管理することができる。
もちろん、新たなカスタマイズ（Ｇ）の情報はない。しかし、これについても、ベンダ
企業に頼るのではなく、ユーザ企業自身が、過去のカスタマイズ（Ｄ、Ｅ、Ｆ）等を参考
に、見積ることのできる体制、すなわち見積りの妥当性の判断が今後は必要となるだろう
（ＩＰＡ2005, 13）。また、ユーザ企業が見積る前提となれば、新たなカスタマイズ（Ｇ）
が必要であること自体を、ユーザ企業が明確に意識すること、すなわち要求の明確化が可
能となる（ＩＰＡ2005, 13-14）。
メタシステムを現実化させるためには、いくつかの課題が残されている。第一に、分権
化である。日記帳の代替手段として様々な個別管理システムが生まれたのと同様、要求仕
様書の代替手段であるメタシステムも複数にならざるを得ない。なぜなら、第２章第４節
「基幹システムの構築失敗の根本原因」でも述べたが、全体最適を実現するためにはシス
テム部門が現場の知識を調整しなければならないが、大規模企業では困難であるためであ
る。従って、大規模企業のメタシステムは事業部別に管理され、自事業部に必要な基幹シ
ステムは、自事業部が獲得した利益内で投資する仕組み等を検討しなければならない。第
二に、インセンティブである。ユーザ企業が主体的にメタシステムを備えるためにも、シ
ャウプ勧告によって創設された青色申告制度のようなインセンティブの仕組みを検討しな
ければならない。第三に、メタシステムの公開である。メタシステムは内部管理用の補助
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簿であるが、メタシステムの情報は、投資家が企業の不確実な基幹システムの構築の成果
を予測するのに有用である。このため、メタシステムを投資家の意思決定に資するディス
クロージャー制度の一環とするためにも、会計基準を設定し、会計監査の対象とするべき
ことを検討しなければならない。
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おわりに
本稿は、企業が大規模になるほど、要求仕様書によるユーザ企業からベンダ企業への知
識の移転が困難となるため、基幹システムの見積りは、ベンダ企業ではなくユーザ企業が
行うべきことを主張している。そして、要求仕様書の代替手段として、基幹システムを管
理する帳簿（メタシステム）を提唱している。
本稿は、メタシステムの必要性について、知識の移転の困難性を理由としている。ソフ
トウェア業界でも、知識の移転の困難性については古くから認識しているようであるが(12)、
知識量に関わらず、知識の移転は可能であると考えているようである（ＪＵＡＳ2007,
45-52）。しかし、知識の移転の方法が確立されていない以上、代替手段を考えるべきでは
ないだろうか。パチョーリは、帳簿が必要な最大の理由は、限定合理的な人間が、合理的
な意思決定を実現させるためであることを主張した。メタシステムも、その一手段として、
本稿は主張する。
最後に、健全な帳簿組織が構築されるように、すべてのユーザ企業がよい買い物ができ
るように、すべてのベンダ企業がよい商売ができるように、願い、本稿を終える。
(12) 1973 年にロンドン大学コンピュータセンターのニュースレターに掲載された「ブランコ」
の六コマ漫画では、①プロジェクト依頼者から要求仕様書への知識の移転の困難性（一～二コ
マ目）、②要求仕様書からベンダ企業への知識の移転の困難性（二～三コマ目）、③ユーザ企業
内部（ユーザからプロジェクト依頼者へ）の知識の移転の困難性（六～一コマ目）が書かれて
いる（久保・永田 共訳 1982, 11）。
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